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Ⅰ．はじめに 

 1. 概要 

   本補足説明資料は，以下の説明書についての内容を補足するためのものである。 

   本補足説明資料と添付書類との関係を表１に示す。 

 

   ・Ⅵ-3-別添 1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算書」 
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3.1-1 

1. 概要 

  本資料は，Ⅵ-3-別添 1「竜巻への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」のうち，Ⅵ

-3-別添 1-4「竜巻防護鋼板の強度計算書」，Ⅵ-3-別添 1-5「架構の強度計算書」，Ⅵ-3-別添

1-6「竜巻より防護すべき施設を内包する施設の強度計算書」，Ⅵ-3-別添 1-10「排気筒の強

度計算書」及びⅥ-3-別添 1-13-4「1号機排気筒の強度計算書」（以下「竜巻衝突解析の強度

計算書」という。）に関する補足説明資料である。 

  鋼製部材については，竜巻衝突解析の強度計算書において 3次元ＦＥＭモデルを用いた飛

来物衝突評価を実施しており，これらの評価における鋼材の動的物性値の設定は，電力中央

研究所報告「竜巻飛来物を模擬した重錘の鋼板上への自由落下衝突試験による鋼板貫通評価

手法の提案（研究報告：N15004）」（以下「電中研報告書」という。）において実施している

重錘の自由落下衝突試験のための事前解析の解析手法を参考に実施している。 

本資料においては，上述の動的物性値の設定手法について示すとともに，参照した電中研

報告における解析手法（以下「電中研解析手法」という）が重錘の自由落下衝突試験結果と

整合していること，及び当社の設定条件が電中研報告書の試験結果に対し保守性を有してい

ることについて記載する。なお，上記の比較検討は竜巻防護鋼板を対象にしたものであるが，

衝突評価は部材の局部的影響に着目した解析であることから，形状が異なる架構部材につい

ても適用可能である。設定条件の保守性に係る評価フローを図 1－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－1 鋼製部材解析手法の保守性に関する評価フロー 

 

  

検討終了 

電中研解析手法と自由落下衝突試験結果との整合性確認 

電中研解析手法と当社の解析手法の比較 

当社の解析手法と自由落下衝突試験結果との比較 

検討開始 
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3.1-2 

2. 動的物性値の選定手法 

飛来物の衝突に対する解析は，変形速度が大きいためひずみ速度効果を考慮することとし，

以下に示す日本溶接協会の動的物性の推定式（以下「WES式」という。）を適用している。 

 

 

 

 

ここで，σＴは動的な引張強さ，σＹは動的な降伏応力，σＴ0は静的な引張強さ，σＹ0は

静的な降伏応力，εはひずみ速度，ε0は静的なひずみ速度，Ｔ，Ｔ0は温度を表す。 

一方，電中研報告書は，ひずみ速度 10(s-1）近傍において，Cowper-Symonds 式により算

出した引張強さが WES 式で算出した値に合致するように設定している。 

以下に，Cowper-Symonds式を示す。 

 

σD=σS∙{1+(ε̇/C)1 p⁄ } 

 

ここで，σＤはひずみ速度𝜀̇時の降伏応力，σＳは初期降伏応力，𝜀̇はひずみ速度，Ｃ及び

ｐはひずみ速度依存性のパラメータを表す。 

電中研報告書における Cowper-Symonds式によるひずみ速度に対する引張強さ及び降伏応

力を図 2－1に示す。また，図 2－1内の「解析」は，Cowper-Symonds式を示す。 

 

 

図 2－1 竜巻防護鋼板におけるひずみ速度－真応力曲線 
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3.1-3 

また，当社の WES 式と電中研報告書における Cowper-Symonds式によるひずみ速度に対す

る引張強さ及び降伏応力を図 2－2に示す。 

 

 

図 2－2 島根２号機の WES式 

 

3. 電中研解析手法と自由落下衝突試験結果との整合性について 

  上記の動的物性値設定手法の設定に際し参照した，電中研解析手法の妥当性について以下

に示す。 

 

 3.1 事前解析における塑性ひずみ及び試験結果における貫通有無について 

   電中研報告においては，事前解析にて得られた衝突エネルギと鋼板に発生する相当塑性

ひずみの関係を求め，自由落下衝突試験の重錘落下高さに反映を行っている。その際に得

られた事前解析結果による相当塑性ひずみと自由落下衝突試験における貫通有無の関係

を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 事前解析結果による相当塑性ひずみと自由落下衝突試験における貫通有無 

試験（解析）

ケース 

試験条件 
試験結果によ

る貫通有無 

事前解析で得

られた相当塑

性ひずみ 
飛来物 被衝突体 

落下高さ

(m) 

SS-1 剛パイプ重錘 SS400 17.0 有 17.4 

SS-2 剛パイプ重錘 SS400 12.5 有 14.9 

SS-4 剛パイプ重錘 SS400 11.0 無 14.1 

SS-3 剛パイプ重錘 SS400 9.5 無 13.0 

 

上記の試験結果及び事前解析結果より，試験ケース SS-2においては，貫通が発生して

おり，事前解析により得られた相当塑性ひずみは 14.9%である。また，試験ケース SS-4

においては，貫通が発生しておらず，事前解析により得られた相当塑性ひずみは 14.1%で

ある。したがって，試験結果及び事前解析結果より，SS400鋼板については，相当塑性ひ

ずみが 14.1%～14.9%の間で貫通が発生することが考えられる。 

14



3.1-4 

3.2 SS400鋼板の引張試験における塑性ひずみについて 

自由落下衝突試験に用いた SS400 鋼板の引張試験で得られた材料特性値を表 3－2 に示

す。ここで，試験に使用した被衝突体である SS400鋼板の材料試験値から得られた引張ひ

ずみに相当する塑性ひずみが 14.8%であることから，被衝突体である SS400鋼板の塑性ひ

ずみが 14.8%付近に達した場合に飛来物が貫通することが考えられる。 

 

表 3－2 自由落下衝突試験に用いた SS400鋼板の材料試験値他 

部材 

材料試験結果（平均値） 引張ひず

みを真ひ

ずみに換

算した値 

塑性ひずみ

（左記から弾

性ひずみを差

し引いた値） 

降伏応力

（MPa） 

引張強さ 

（MPa） 

引張ひずみ 

（-） 

ヤング率 

（MPa） 

鋼板 

（SS400） 
322.3 474.4 0.1624 209.7 0.150 0.148 

 

3.3 電中研解析手法及び自由落下衝突試験結果と材料試験値の整合性 

「3.1 事前解析における塑性ひずみ及び試験結果における貫通有無について」の事前

解析における相当塑性ひずみと自由落下衝突試験における貫通有無より，飛来物衝突によ

り発生する SS400鋼板の相当塑性ひずみが 14.1～14.9%に達した場合に貫通することが考

えられること，「3.2 SS400鋼板の引張試験における塑性ひずみについて」の SS400鋼板

の引張試験における材料試験値より SS400鋼板の塑性ひずみが 14.8%であることから，電

中研報告における事前解析及び自由落下衝突試験結果は材料試験結果とよく整合してい

ることが確認できる。 

したがって，電中研解析手法は自由落下衝突試験結果とよく整合している解析手法であ

るといえる。表 3－3に，電中研報告における事前解析及び自由落下衝突試験から得られ

た結果並びに材料試験から得られた結果を示す。 

 

表 3－3 電中研報告書における事前解析，自由落下衝突試験及び材料試験から得られた結果 

事前解析及び自由落下衝突試

験から得られた結果 
材料試験から得られた結果 結論 

SS400鋼板については，飛来物

衝突により相当塑性ひずみが

14.1%～14.9%に達した場合に

貫通する。 

自由落下衝突試験に使用し

た SS400鋼板の引張ひずみに

相当する塑性ひずみが 14.8% 

左記より電中研解析手法は

自由落下衝突試験結果とよ

く整合しているといえる。 

 

4. 電中研解析手法と当社の解析手法の比較について 

電中研解析手法と当社の解析手法の比較を表 4－1 に示す。本比較表より，当社の解析手

法については，「静的な物性値の出典」及び「破断ひずみ（破断条件）」において保守性を有

しており，「応力－ひずみ関係」においては同等であるといえる。その他については差異が

ないことから，当社の解析手法は電中研解析手法に比べ保守性を有しているといえる。 
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3.1-5 

表 4－1 電中研解析方法と当社の解析手法の差異 

比較項目 電中研解析手法 当社解析手法 備考 

解析コード AUTODYN Virtual 

Performance 

Solution 

Ⅵ-5-43「計算機プログラム（解析コー

ド ） の 概 要 ・ Virtual Performance 

Solution」に示すとおり，竜巻飛来物に

対する衝突解析の事績があり，解析コー

ドに有意な差がないとして，考える。 

材料 

物性値 

静的な物性値

の出典 

材料試験値 JIS及び JSME規格

値 

電中研解析手法については，引張試験に

おいて得られた材料試験値を使用して

おり，当社の解析手法については，JIS

及び JSME規格値を使用している（例．

SS400鋼板の材料試験値の降伏応力

322MPa， JIS値は 245MPa） 

動的な物性値

の出典 

WES 式＊１ 同左 ＊1：(社)日本溶接協会「動的繰返し大

変形を受ける溶接鋼構造物の脆性破壊

性能評価方法，WES2808:2003」による推

定式 

応力－ひずみ

関係 

Cowper-Symondsモ

デル＊２ 

WES式 応力－ひずみ関係について，電中研解析

手法では，WES式を Cowper-Symondsモ

デルでフィッティングしており，当社の

手法は，WES 式を用いて，任意のひずみ

速度に対する降伏応力及び引張強さを

設定している。 

＊2：「原子力安全基盤機構：原子力発電

施設等に係る構造物の爆発衝撃荷重挙

動解析(JNES/SSD08-014,平成 20 年 11

月)」において使用しているひずみ速度

を考慮したモデル 

破断ひずみ 

（破断条件） 

JSME規格＊3の限界

3軸ひずみεL（TF

を考慮）の値に達

した場合を提案

（例．SS400の場

合：12.8%（TF=2）） 

破断ひずみについて，電中研解析手法に

て採用している JSME規格の値（例．

SS400の場合：12.8%（TF=2））に対して，

当社解析手法の JIS規格値の破断伸び

を TFで除した値（例．SS400の場合：

%（TF=2））が小さいことから破断し

やすい設定となる。 

＊3：「日本機械学会：発電用原子力設備

規格シビアアクシデント時の構造健全

性評価ガイドライン<BWR鋼製格納容器

編>(2014年 7月)」 
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3.1-6 

5. 当社の解析手法と自由落下衝突試験結果との比較について 

当社の解析手法の保守性を確認することを目的として，表 4－1に記載している当社の解

析手法における設定値を用いて，電中研報告における重錘の自由落下衝突試験（以下「電中

研試験」という。）の追解析を行った。電中研解析手法では，衝突エネルギと相当塑性ひず

みの関係を求めることを目的としているため，破断ひずみを設定していないが，当社の解析

では，破断の有無を確認することを目的としているため，破断ひずみを設定した。自由落下

衝突試験結果との比較は，貫通有無及び残留速度により実施した。その結果を表 5－1に，

解析モデルを図 5－1に示す。解析モデルは電中研試験と同様に 2辺固定とし，重錘部につ

いては，密度を大きくした要素を採用することで重錘の重量を模擬している。 

表 5－1の追解析結果より，自由落下衝突試験において貫通が発生しなかったケースにお

いても，当社の解析手法による解析結果においては貫通が発生していること，また貫通が発

生したケースにおける残留速度が自由落下衝突試験結果の残留速度よりも大きいことから，

当社の解析手法は保守性を有しているといえる。 

 

 

図 5－1 解析モデルの概要 

 

表 5－1 当社の解析手法による自由落下衝突試験の追解析 

試験ケース 

試験条件 
試験結果によ

る貫通有無（残

留速度（m/s）） 

当社の解析手法を

用いた追解析によ

る貫通有無（残留

速度（m/s）） 

飛来物 被衝突体 
落下高さ 

(m) 

SS-1 剛パイプ重錘 SS400 17.0 有（8.5m/s）  

SS-2 剛パイプ重錘 SS400 12.5 有（2.9m/s）  

SS-4 剛パイプ重錘 SS400 11.0 無  

SS-3 剛パイプ重錘 SS400 9.5 無  
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別紙 1-1 

別紙 1 

ひずみ評価に用いる多軸性係数の考え方 

 

 電中研報告書より，ひずみ制限による破壊基準に関する既往知見として，入力エネルギの大

きい竜巻による飛来物と，局所的な大変形を伴う鋼製構造物との衝突問題を解析により評価す

る場合の評価基準については，一般にひずみ制限を考慮した破壊基準が採用されている。ひず

み制限を適用した破壊基準として，NEI07-13の原子力発電所に対する航空機衝突評価手法が

知られている。鋼板衝突部に局所的に発生する相当塑性ひずみの上限値として，局所延性相当

ひずみを被衝突物に生じる多軸性係数で除した値が与えられている。なお，TFは次式で表さ

れる。 

 ＴＦ＝
σ１+σ２+σ３

σｅ
 

ここで， 

σ１，σ２，σ３：主応力 

σｅ：ミーゼス相当応力 

また，TFの物理的意味合いを表 1に示す。TF は多軸応力場での延性低下の影響を示す係数

であり，等二軸引張では 2，平面ひずみ引張では√3，単軸引張では 1となる。 

 

表 1 TFの物理的意味合い 
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4. 竜巻より防護すべき施設を内包する施設の強度計算 

に関する補足説明資料 
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4.3 タービン建物屋根スラブの貫通及び 

裏面剥離評価について 
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4.3-1 

1. 概要

Ⅵ-3-別添 1-6「竜巻より防護すべき施設を内包する施設の強度計算書」において，ター

ビン建物屋根スラブ（以下「屋根スラブ」という。）のコンクリートの最小厚さは  mmで

あり，Ｄｅｇｅｎ式による貫通限界厚さ 190mm，Ｃｈａｎｇ式による裏面剥離限界厚さ 350 

mmを下回る結果となる。 

一方，屋根スラブの下面にはデッキプレートが設置されており，実際には当該デッキプレ

ートが施設の外殻を構成する部材の貫通や，施設の外殻を構成する部材自体の転倒及び脱落

を防ぐ効果を発揮すると考えられる。 

これを踏まえて，Ⅵ-3-別添 1-6「竜巻より防護すべき施設を内包する施設の強度計算書」

における「3.5.2 裏面剥離評価」では屋根スラブの 3 次元ＦＥＭモデルを用いた衝突解析

により，設計飛来物の衝突に対するデッキプレートのひずみが許容限界を超えない旨を評価

し，施設の外殻を構成する部材の脱落が生じないことを確認している。 

本資料では，衝突解析におけるデッキプレートのモデル化の詳細を示し，強度評価におい

てデッキプレートを考慮することの妥当性を確認する。 

2. 衝突解析におけるモデル化について

2.1 衝突解析におけるモデルの設定 

評価対象とする屋根スラブは，躯体厚さが最も薄く，支持スパンが大きい箇所を選定し

ている。屋根スラブのモデル化範囲を図 2－1に，解析モデルを図 2－2に示す。 

衝突解析では，設計飛来物の衝突によるデッキプレートのひずみを確認するため，コン

クリート，鉄筋，デッキプレート及び設計飛来物をモデル化している。モデル化範囲であ

る屋根スラブは，周囲の四辺が鉄骨はりで支持されているため，周囲の境界条件を固定と

みなして屋根スラブの拘束効果を考慮している。 

なお，Ⅵ-3-別添 1-6「竜巻より防護すべき施設を内包する施設の強度計算書」におい

て，式による評価で貫通限界厚さ又は裏面剥離限界厚さを満足しない原子炉建物屋根スラ

ブ及びタービン建物屋根スラブについて，目視による確認を行い，デッキプレートの切欠

きがないことを確認している。 
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4.3-2 

 

図 2－1 タービン建物屋根スラブのモデル化範囲 
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4.3-3 

 

＜概略図＞ 

 

 

＜詳細図＞ 

注記＊：「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」に基づき設定 

図 2－2 タービン建物屋根スラブの解析モデル 

  

＊ 

23



4.3-4 

衝突解析の結果にて，表 2－1 に示すとおりデッキプレートに生じるひずみは許容限界

を超えないことを確認しており，デッキプレートと比較して鉄筋コンクリート躯体の剛性

が極めて大きいことから，屋根スラブに生じる衝撃荷重は大半を躯体が負担し，デッキプ

レートが負担する衝撃荷重を躯体が軽減していると考えられる。 

 

表 2－1 衝突解析によるデッキプレートのひずみ 

評価対象部位 評価結果 許容限界 

屋根スラブ 

（デッキプレート） 
3.5×10-3 8.0×10-2 
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4.3-5 

2.2 デッキプレートの初期ひずみについて 

デッキプレートは施工時にコンクリートを流し込む型枠としての役割を持ち，コンクリ

ート全体の荷重を支えるが，コンクリートは硬化後自ら自重を支えるためデッキプレート

にはほとんど荷重がかからなくなる。 

一方，本解析モデルでは，デッキプレートにコンクリートの重量が作用するようモデル

化されており，図 2－3のような初期ひずみ分布が生じている。 

初期ひずみの値は最大の部分でも 8.21×10-5 となっており，デッキプレートの破断に

対する許容限界である 8.0×10-2と比べ極めて小さいため，評価上問題とならないことを

確認した。 

 

 

図 2－3 デッキプレート初期ひずみ分布 

 

 

最大初期ひずみ発生位置（8.21×10-5） 
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